
令和年月日 火曜日 (号外特第号)官 報

（
関
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条

関
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
五
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
九
条
中
「
第
三
十
四
条
」
を
「
第
三
十
三
条
」
に
改
め
る
。

第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
中
「
第
三
十
四
条
の
二
」
を
「
第
三
十
四
条
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
保
税
蔵
置

場
に
」
を
削
り
、
同
項
第
五
号
中
「
引
取
り
の
承
認
」
を
「
引
取
り
」
に
改
め
、同
項
第
六
号
中「
一
時
持
ち
出
し
）」

を
「
一
時
持
出
）」に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
三
十
四
条
の
二
（
記
帳
義
務
）」を
「
第
三
十
四
条
」
に
改
め
、
同

項
第
二
号
中
「
と
き
。」を
「
と
き
」
に
改
め
、
同
項
第
六
号
中
「
総
合
保
税
地
域
」
を
「
保
税
蔵
置
場
、
保
税
工
場

及
び
保
税
展
示
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
」
に
改
め
、
同
項
第
八
号
中「（
見
本
の
一
時
持
ち
出
し
）」を
削
り
、
同

項
第
九
号
中「（
輸
出
又
は
輸
入
の
許
可
）」を
削
り
、
同
項
第
十
号
中「（
輸
入
の
許
可
前
に
お
け
る
貨
物
の
引
取
り
の

承
認
）」を
削
る
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
準
用
）」を
「
準
用
等
）」に
、「
一
時
持
出
し
」
を
「
一
時
持
出
」
に
、「
第
三
十
四
条
」を「
第

三
十
三
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中「（
他
所
蔵
置
に
係
る
貨
物
の
取
扱
い
の
届
出
）」を
削
る
。

第
三
十
四
条
の
二
中
「
第
四
十
一
条
の
三
」
を
「
第
四
十
一
条
の
五
」
に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
第
二
項
中
第
六
号
を
第
七
号
と
し
、
第
五
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六

法
第
四
十
三
条
第
十
一
号
（
許
可
の
要
件
）
に
規
定
す
る
規
則

第
三
十
五
条
第
三
項
中
「
規
定
に
よ
り
許
可
を
す
る
に
際
し
て
は
、」を
「
許
可
に
」
に
、「
附
す
る
」
を「
付
す
る
」

に
改
め
る
。

第
四
十
条
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
中
「
法
第
四
十
条
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
、「
法
第
四
十
九
条
（
指
定
保
税
地
域
に

つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
条
第
二
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
五
十
条
の
二
中
「
第
三
十
五
条
か
ら
」
を
「
第
三
十
五
条
（
第
一
項
後
段
を
除
く
。）、
第
三
十
六
条
か
ら
」に
、

「
第
三
十
五
条
第
一
項
第
二
号
」
を
「
同
項
前
段
中
「
法
第
四
十
二
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
五
十
六
条
第

一
項
」
と
、
同
項
第
二
号
」
に
、「
同
条
第
二
項
第
四
号
」
を
「
第
三
十
五
条
第
二
項
第
四
号
」
に
改
め
、「
使
用
料
率

表
」
と
」
の
下
に
「
、
同
項
第
六
号
中
「
法
第
四
十
三
条
第
十
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税

蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
三
条
第
十
一
号
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
法
第

四
十
二
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
五
十
六
条
第
一
項
」
と
、
第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
法
第
四
十
二
条
第
二

項
た
だ
し
書
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
四
十
二
条
第
二
項
た
だ
し
書
」
と
、
第
三
十
六
条
の
二
中
「
法
第
四
十
三
条
の
二
第
二
項
」と
あ
る
の
は「
法

第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
三
条
の
二
第
二
項
」

と
、
第
三
十
六
条
の
三
第
一
項
中
「
法
第
四
十
三
条
の
三
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵

置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
三
条
の
三
第
一
項
」
と
、
同
条
第
九
項
中
「
法
第

四
十
三
条
の
三
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
三
条
の
三
第
三
項
」

と
、
第
三
十
七
条
中
「
法
第
四
十
四
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の

規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
四
条
第
一
項
」
と
、
第
三
十
八
条
中
「
法
第
四
十
五
条
第
一
項
た
だ

し
書
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

四
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
」
と
、
第
三
十
八
条
の
二
中
「
法
第
四
十
五
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一

条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
五
条
第
三
項
」
と
、
第
三
十
九

条
第
一
項
中
「
法
第
四
十
六
条
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）

に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
六
条
」
と
、
第
三
十
九
条
の
二
第
一
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
」
と
あ
る

の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
（
保
税
蔵
置
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
八
条
の
二

第
二
項
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
に
お
い
て
準

用
す
る
法
第
四
十
八
条
の
二
第
四
項
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
又
は
第
四
項
」
と
あ
る

の
は
「
法
第
六
十
一
条
の
四
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
又
は
第
四
項
」
と
」
を
加
え
る
。

第
五
十
条
の
四
第
二
項
中
「
第
六
十
二
条
」
の
下
に「（
保
税
蔵
置
場
の
許
可
の
特
例
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）」

を
加
え
、
同
条
第
五
項
中
「
第
五
十
一
条
第
二
項
」
を
「
第
五
十
一
条
」
に
改
め
る
。

第
五
十
一
条
の
見
出
し
を「（
保
税
蔵
置
場
の
許
可
の
特
例
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）」に
改
め
、
同
条
第
一
項
を

削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
第
四
十
三
条
の
二
の
規
定
は
法
第
六
十
二
条
」
の
下
に「（
保
税
蔵
置
場
の
許
可
の
特
例
に

つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）」を
、「
第
五
十
二
条
の
二
」
の
下
に「（
保
税
蔵
置
場
の
許
可
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
必
要

が
な
く
な
つ
た
旨
の
届
出
）」を
、「
第
五
十
四
条
第
一
項
」
の
下
に「（
承
認
の
取
消
し
等
）」を
、「
よ
り
法
第
六
十
一
条

の
五
第
一
項
」
の
下
に「（
保
税
工
場
の
許
可
の
特
例
）」を
加
え
、「
第
五
十
五
条
に
お
い
て
承
認
取
得
者
」
を
「
第
五

十
五
条
（
許
可
の
承
継
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
承
認
取
得
者
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
と
す
る
。

第
五
十
一
条
の
六
第
二
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
中
「
保
税
作
業
」
と
あ
る
の
は「
保
税
展
示
場
外
に
お
け
る
使
用
」と
、「
法

第
六
十
一
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
五
（
保
税
展
示
場
外
に
お
け
る
使
用
の
許
可
）」と
読
み

替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
五
十
一
条
の
八
中
「
第
三
十
五
条
及
び
」
を
「
第
三
十
五
条
（
第
一
項
後
段
を
除
く
。）及
び
」
に
改
め
、「
こ
の

場
合
に
お
い
て
」
の
下
に
「
、
同
項
前
段
中
「
法
第
四
十
二
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
二
第
一

項
」
と
」
を
加
え
、「
、「
当
該
博
覧
会
等
」
を「「
博
覧
会
等
」
に
改
め
、「
書
類
」
と
」
の
下
に「
、
同
項
第
六
号
中「
法

第
四
十
三
条
第
十
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及
び
保
税
工
場
に
つ
い
て
の
規
定
の

準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
三
条
第
十
一
号
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
法
第
四
十
二
条
第
一
項
」
と
あ
る

の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
二
第
一
項
」
と
、
第
三
十
七
条
中
「
法
第
四
十
四
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十

二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及
び
保
税
工
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
四
条
第
一
項
」

と
、
第
三
十
八
条
中
「
法
第
四
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及

び
保
税
工
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
」
と
、
第
三
十
八

条
の
二
中
「
法
第
四
十
五
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及
び
保
税
工
場
に
つ
い

て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
五
条
第
三
項
」
と
、
第
三
十
九
条
第
一
項
中「
法
第
四
十
六
条
」

と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及
び
保
税
工
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す

る
法
第
四
十
六
条
」
と
、
第
三
十
九
条
の
二
第
一
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十

二
条
の
七
（
保
税
蔵
置
場
及
び
保
税
工
場
に
つ
い
て
の
規
定
の
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
八
条
の
二
第

二
項
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
四
十
八
条
の
二
第
四
項
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
又
は
第
四
項
」
と
あ
る
の

は
「
法
第
六
十
二
条
の
七
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
四
十
八
条
の
二
第
二
項
又
は
第
四
項
」
と
」
を
加
え
る
。

関
税
定
率
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す

る
。

御

名

御

璽

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

政
令
第
八
十
五
号

関
税
定
率
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
関
税
定
率
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
五
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
関
税
定

率
法
（
明
治
四
十
三
年
法
律
第
五
十
四
号
）
第
八
条
の
二
第
三
項
、
第
六
項
及
び
第
十
項
、
同
条
第
十
六
項
に
お
い
て

準
用
す
る
同
法
第
八
条
第
三
十
二
項
並
び
に
同
法
第
八
条
の
二
第
十
七
項
、
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
十
条
の

二
第
一
項
及
び
別
表
、
関
税
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
一
号
、
第
四
十
二
条
第
一

項
、
第
五
十
六
条
第
一
項
、
第
六
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
六
十
二
条
の
八
第
一
項
及
び
第
百
七
条
、
関
税
暫
定
措
置

法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
七
条
の
三
第
七
項
、
第
九
条
第
一
項
及
び
別
表
第
一
、
国
家
行
政
組
織
法

（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
七
条
第
五
項
、
国
税
収
納
金
整
理
資
金
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法

律
第
三
十
六
号
）
第
二
条
第
二
項
、
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
輸
出
入
等
関
連
業
務
の
処
理
等
に
関
す
る
法
律
（
昭

和
五
十
二
年
法
律
第
五
十
四
号
）
第
二
条
第
二
号
イ
並
び
に
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
十
四
号
）

第
四
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。
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